
参考資料７

３ＲにかかわるＬＣＡ等の研究事例等

１．環境影響統合化手法の比較

２．３Ｒにかかわる比較研究事例

＜３Ｒを比較している事例＞

（１ 「工業製品のエコ・プロダクションシステムに関する検討 （ 第１１回廃棄） 」「

物学会研究発表会講演論文集 、ｐ１７４－１７６(2000)、永田勝也ら）」

＜リデュース(長期間使用)と処理を比較している事例＞

（２ 「耐久消費財の買い換えに伴う環境負荷削減効果の評価 （ 環境システム研） 」「

究 、vol.25(1997)、城戸由能ら）」

＜リユース（部品リユース）とリサイクル＋新規生産を比較している事例＞

（３ 「製品エコデータ公開 （(2000)、富士ゼロックス（株 ）） 」 ）

＜マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、マテリアルリサイクルを比較している事例＞

（４ 「ＰＥＴボトルのリサイクルにおける環境負荷と費用負担の評価 （ 第３回） 」「

エコバランス国際会議」(1998)、寺園淳、日引聡）

＜マテリアルリサイクルとサーマルリサイクルを比較している事例＞

（５ 「ＬＣＡの概要とその運用によるリサイクル効果の定量化 ＰＳＰトレイに）

適した事例 （ 日本ゴム協会誌」vol.69,No.8(1996)、和田安彦）」「



環境影響統合化手法の比較
具体的な統合評価手法の事例

統合評価の分類 概要・特徴
手法 概要 特徴 参考文献

E2-PA
(Environmental
Efficiency Po-
tential Assess-
ment）

・ エコ・エフィシェンシーの各要素を定量評価する
とともに、それらを統合して製品全体としての環
境パフォーマンスを示す統合指標を、全ライフ
サイクルでの投入資源量と効用の比で求める
手法。

・ 環境効用ポテンシャル評価法。

・ 製品・サービスの環境負荷に対して得られる効用を効率として表現した「エコ・エフ
ィシェンシー」と、製品のライフサイクル（製造、使用、廃棄、等々）におけるすべて
の環境負荷をポテンシャルとして評価する「ポテンシャル評価手法」の２つの概念
を基礎におく。
・ ＬＣＡの場合、影響種類あるいは物質間の重み付けが必要であり、指標統合にお
いて主観的要素が介在するが、E2-PA 手法では、可採年数等の統一概念での重
み付けにより、評価実施者に依存しない客観的な指標統合が可能である。

・ 設計者にとっての利便性を実現するために、製品設計段階で把握可能なデータの
みを用いて評価を実施できる（データ入手の容易性、評価の容易性）。

・ 永田勝也ら：平成１２年度新環
境評価手法開発調査（環境効
用ポテンシャル評価法）報告書
（平成１３年７月）

ＭＩＰＳ
（Materialinte-
nsitat pro
Serviceeinheit）

・ 製品やサービスに対する環境影響の測定法と
してあらゆるモノの投入量を質量という単一の
尺度で計るもの。ドイツの　Wuppertal 研究所が
実施している。

・ エミッション等のアウトプットにより影響を受ける生態系への毒性や、オゾン層破壊
のような環境問題に対しては、これらの指標で正確に表現するのは問題がある。
・ しかし、マクロなレベルでマテリアルフロー全体を概観する場合や、ＬＣＡの結果を
審査する際に有効。

・ Ｆ　ｼｭﾐｯﾄﾌﾞﾚｰｸ：ﾌｧｸﾀｰ 10 ｴｺ
効率革命を実現する，ｼｭﾌﾟﾘﾝｶﾞ
ｰ・ﾌｪｱﾗｰｸ東京（1997）

・ F.Schmidt-Bleek:Wieviel Um-
welt brsucht der Mensch. Birk-
hauser Verlag(1994)

（１）エネルギーや資
源の総消費量を
環境影響の代理
指標とする方法

・ この方法は、定量的に測定が可能な１種あるいは少数の単位（ｋｇ
等）をもって、全体の環境負荷や持続可能性を判断する際の指針と
しようとするもの。

・ この方法による評価はインプットにより決定され、結果の単位はｋｇ
やｋＷｈなどで表わされる。

・ 他の手法と比較してインパクト評価に利用する指数、係数などが少
なく、最も容易に評価することができる。

・ 環境影響項目間の重みづけを必要としないため、主観性の少ない
方法であるが、具体的にどのような被害が大きいかについての情報
が得られない。

ＣＥＤ
(Cumulative En-
ergy Demand)

・ 資源の総消費量ではなく、エネルギー総消費量
を環境影響の一次近似に相当するものとして評
価する手法。

・ いわゆるライフサイクルエネルギー分析。

・ エネルギー消費量は環境負荷物質の放出量の算出よりも比較的正確に算出し易
く、計算結果の精度が高い。また、評価を極めて短期間で行うことができる。
・ 毒性物質の放出量のように、エネルギー消費量とは相関が薄いものに対しての評
価には向かない。

・ VDI-Gcscllschaft Energietech-
nik(Ed,):Cumulated energy de-
mand. Terms , definitions ,
methods of calculation (in Ger-
man).VDI Draft Guideline 4,600
(1995).

（２）環境影響を金額
に換算して評価
する方法

・ 環境影響として発生するすべてのインパクトカテゴリーへの寄与を、
ＥＣＵやＵＳドルなどの通貨単位で表現し、環境影響の統合化を行う
もの。
・ 支払意志額による評価が一般的である。支払意志額は、１）対策の
実施に最大いくら払うか（Ｗｉｌｌｉｎｇ　to　Pay）、２）対策が実施されない
ときいくらの保証が必要か（Ｗｉｌｌｉｎｇ　to　Accept）という観点から評
価する。

ＥＰＳ
（Environment
Priority Strate-
gies for Product
Design）

・ ＩＶＬ（スウェーデン環境研究所）が開発した方法
で、自動車メーカー“ボルボ”の乗用車の評価に
実際に適用されている。
・ ５つの保護対象「人の健康」「生物多様性」「生
産」「資源」「審美感」に対する支払い意志に基
づき、個別の環境負荷項目に対する環境負荷
単位 ELU（Environmental　Load　Unit）を設定
し、環境負荷の値にELU を乗じ、その合計を求
め、統合化された環境影響とするもの。

・ 支払い／許容意思は回答者の好みの値であるため、客観性が若干低い。
・ 環境保全の価値を日頃常に用いられる指標で表すことができるため、一般人に環
境影響を容易に認識させることができる。
・ 受けた被害に対して支払う金額と被害を避けるために支払う金額が大きく異なる
ことがある。

・ （社）産業環境管理協会：環境
インパクトの経済評価による国
際標準化の研究報告書（平成
10 年３月）

臨界容積手法 ・ BUWAL（スイス連邦内務省環境局）による手法
で最も簡単なDtＴ法である。
・ 大気と水に関して求めた排出量を排出基準濃
度などで除した臨界容積を求めるもの。

・ この手法では、大気と水への環境影響を合計できず、環境指標とするには、別の
統合評価手法が必要である。

・ Habersatter, K.:Oekobilanz von
Packstoffen, Stand 1990,
BUWAL, Berm(1991)

Eco-indicator 法 ・ オランダの Goedkoop らが開発した、環境影響
を「インディケータポイント」として統合する手
法。

・ 環境カテゴリーの負荷指数をヨーロッパにおける一年間あたりの排出物質の総量
を基準とした負荷指数を用いて規格化し、さらに各環境カテゴリーの実際の環境
負荷量と容認環境負荷量との比を重み付け係数として環境カテゴリーを統合化す
る。

・ 対象とする環境影響は広範であるが、エネルギーを含む資源の消費、廃棄物の
排出については対象とされていない。

・ Mark Goedkoop: Eco-indicator
95(1995).

（３）現状と目標との
差に基づいて評
価する方法

・ 科学的あるいは政治的な環境上の目標に対する距離応じて環境問
題間の優先順位を決定しようとする方法で、「Distance-to-Target
法」と呼ばれる。

Eco-point 法 ・ スイスの Ahbe らが開発した手法で環境希少性
評価（eco-scarcity 法）とも呼ばれる。

・ Eco-point 法では、Eco-factor（単位量当たりの
環境負荷物質の放出などによる環境影響）と呼
ばれる重み付け係数を、求める製品のライフサ
イクルから算出された環境負荷に乗じて総和を
とることで、環境指標値を求める。

・ Eco-factor は、法令や条例により公表されている値を用いて決定される。
・ Eco-point 法では、Eco-indicator 法に含まれていない土地消費面積、エネルギー
消費量、空間消費量、騒音を含めて評価している。

・ A.Braunschweig and R.Muller-
Wenk:okobilanzen fur Unt-
crnchmingen-Eine Wegleitung
fur die Praxis, Bern / Stutt-
gart/ Wien(1993)

（４）専門家が構成す
るパネルが重要
度を決定する方
法

・ 環境への影響を改善する優先順位を、アンケート調査等を基に決定
するもの。

・ 優先順位の決定は、専門家でない一般の人による場合、専門家に
よる場合、科学者による場合、政府や国際機関による場合などがあ
る。

ELP法 ・ 早稲田大学の永田らは、アンケート調査をもと
に９種の環境影響項目（エネルギー枯渇、地球
温暖化、オゾン層破壊、酸性雨など）の重みづ
け係数を設定し、ＥＬＰ（Environmental Load
Point）を算出して評価している。

・ 他の手法にはない廃棄物に関する影響についても評価が可能である。
・ ただし、設問に挙げる環境問題の選択方法や、どの回答者の判断を優先するか、
等の課題がある。

・ 永田勝也：ＬＣＡにおける統合
評価手法の開発、第２回エコバ
ランス国際会議講演集 p.147-
150(1998)

（５）危機が到来する
までの消費時間
から評価する方
法

・ 人間活動による消費、廃棄はある特定の危機が到来するまでの時
間を消費していることであると解釈し、危機が発生するまでの期間と
発生した時の規模との関係で環境影響を評価しようとするもの。

時間消費法 ・ 東京大学の安井らが開発した手法。
・ 各インパクトカテゴリの重要度を“致命度
（fatality）”と危機までの年数の比でもって評価
する方法。

・ 他の手法にはない廃棄物に関する影響についても評価が可能である。 ・ 安井　至：時間消費法によるイ
ンパクトアセスメントの試み、
（社）環境科学会、1998 年会講
演要旨集、p.136～137

（参考文献）伊坪徳宏：「製品が及ぼすインパクト評価手法の特徴比較」　環境管理　Vol.35，No.8(1999)、　　伊坪徳宏・山本良一：「ライフサイクルインパクト分析手法の現状」　土木学会論文集　No.573／Ⅶ-4,1-8(1997.8)
伊坪徳宏・山本良一：「ＬＣＡによる環境影響の指標化」　機械の研究　第 50 巻　第 12 号(1998)、　　寺園　淳：「ライフサイクルアセスメント－インパクトアセスメントにおける環境影響の重みづけ方法－」　安全工学 Vol.35,No6(1996)














